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１．まえがき

本論では産業連関表を利用したエネルギー消費に伴う

CO2排出量の変化に関する構造分解分析（SDA，Structural

Decomposition Analysis）を行う．エネルギー消費の要因

分析ではIIP（工業生産額指標）原単位による時系列比較

が一般的に行われているが，IIPの代わりに産業連関表の

国内生産額を利用することで，工業部門だけでなくあらゆ

る産業におけるエネルギー消費量や環境負荷物質排出量の

要因分析が可能となる．産業連関表を利用した要因分析で

はWire（1998）の研究がよく知られている1）．Wire（1998）

は117部門の産業連関表を利用して1966年～1997年までの

デンマークにおける国内エネルギー消費量及び環境負荷物

質の排出量に関しての構造分解分析を行った．部門分類の

詳細さとエネルギー・データの整合性から同分析は高い評

価を得ている．同様の分析にLin and Polenske（1995），

Chang，et al．（1998）などがある2），3）．

本論ではWireの分析枠組みを踏襲しつつも，同分析で

は試みられていない変化要因の交絡項について，パネル分

析による考察を加えている．また，分析に先立って，時系

列産業連関表とエネルギー・環境負荷データベースの開発

を行った．

２．データベースの開発

2.1 時系列産業連関表の作成

我が国の産業連関表は５年おきに改訂を繰り返し，基本

的な枠組みに変更はないものの，その都度，部門概念や部

門の範囲を変更している．また，生産額は名目値であるた

めに結果として異時点間のエネルギー濃度の比較を困難な

ものにしている．本分析では，エネルギー利用技術の変化

が経済全体に大きな変化となって現れない時間単位を一年

として，毎年の時系列の産業連関表を開発し，それと組み

合わせるエネルギー・環境負荷データの開発を試みた．産

業連関表の時系列化に関しては，慶應義塾大学のKDB4）や

内閣府経済社会総合研究所のJIPデータベースが挙げられ

る5）．KDBは1955年～1996年までの産業連関表を理論的に

統合して独自の部門分類で開発されている．またJIPは1970

年～1998年までの産業連関表をSNA産業連関表にほぼ準

拠した84部門分類で整備し，全要素生産性の推計などを目
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的として開発されている．これに対し，本論で開発した時

系列産業連関表は基本概念が比較的共通している1985年～

1999年までの産業連関表の構造を残しつつ，公表されてい

るエネルギー・データベースとの接続に重点をおいて簡易

的に時系列化を試みている点で異なっている．

時系列産業連関表では接続産業連関表を基本に，基本表

及び延長表を利用して毎年の産業連関表を統合している．

統合にあたっては次のような手続きを踏んでいる（図１参

照）．

１）基本表における自家輸送部門の配分：基本表に付帯す

る自家輸送マトリックスを用いて自家輸送部門を各部

門に配分する．

２）延長表の実質化：延長表に付帯するデフレータを用い

て，対応している基本表の基準年の価格に実質化する．

３）基本表から接続表への計数コンバータ作成：基本表の

部門分類を接続表の部門分類に組み替えた上で，部門

の概念及び範囲が異なることによる計数（名目額）の

差をコンバータによって調整する．

４）延長表と接続表の部門接続：４）の計数コンバータを

用いて延長表の実質額を調整する．

５）95年価格での実質化：接続表のインフレータを用いて，

85年価格および90年価格の延長表を95年価格に実質化．

６）93SNA基準のGDPとの整合性：毎年の93SNA基準の

GDPを基準に，得られた産業連関表の付加価値合計

を調整し，各部門の投入比率を保った上で生産額を

RAS法により修正する．この作業により時系列デー

タとしての整合性を保つようにした．

2.2 エネルギー・データベースの作成

本分析ではIEAの“Extended Energy Balance Tables”

を利用して産業連関表の部門別燃料種別エネルギー消費量

の推計を行った．同表は燃料種56種，部門数68からなるエ

ネルギーバランス表であり，1965年～2001年までの時系列

データとして整備されている6）．部門分類は国際産業分類

コード（ISIC）の３桁分類，部門によっては４桁分類に対

応している．我が国の産業連関表も1985年の基本表から部

門分類をISICに対応させており，一応の対応関係は保たれ

ている（付表１を参照）．しかしながら，エネルギーバラ

ンス表の部門概念を産業連関表の部門概念に対応させるた

めには若干の注意が必要である．最大の違いは家計におけ

る自家用自動車の燃料消費量の取扱いである．我が国の産

業連関表ではマイカー利用は生産活動として認めず，家計

消費支出に計上している．一方，エネルギーバランス表で

は運輸部門に計上されているため，部門分類上の対応関係

がない．このような燃料種に関しては，エネルギーバラン

ス表の数値を産業連関表における当該財の取引額のシェア

で配分している．同様にISIC部門分類コードよりも産業連

関表の分類が詳細である場合には，当該年次の取引額（名

目値）による比例配分を行っている．

本分析で使用するエネルギー・環境負荷データベースで

は，燃料種31種，181部門分類で1985年～1999年までの発

熱量換算値によるエネルギー消費量データを整備した．部

門別エネルギー消費量の推計後，燃料種別の炭素換算係数

を用いて部門別CO2排出係数を算出している．なお，部門

別CO2排出量の推計では，電力のCO2排出量を最終消費に

配分する方法をとっている．

図２は時系列産業連関表の部門分類に基づく部門別CO2

排出量の推移を示したものである．部門分類は紙面の都合

上，32部門に集計している．

３．エネルギー消費量，CO2排出量の時系列要因分析

3.1 基本モデル

産業連関表を利用したエネルギー分析はHerendeen（1973）

が提起し7），その後，わが国でもいくつかの実証分析が行

われている8），9）．Herendeenは産業部門における生産額あた

りのエネルギー消費量をエネルギー濃度（energy intensity）

として定義し，産業連関分析を適用することで財・サービ

スの生産に投入される直接間接のエネルギー量を推計し

た．Wire（1998）は産業部門のエネルギー濃度を次のよ

図１ 時系列産業連関表の作成フロー

図２ 時系列産業連関表部門別CO2排出量の推移
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うに展開して，一国のエネルギー消費量とそれに伴う環境

負荷物質の排出量を定義した．

ei
p＝T［T（Fi

pMpQp）j］（I－A）－1Dd………………………（1）

eはエネルギー消費量もしくは環境負荷物質の排出量の合

計量，Fは燃料種別の発熱量あたりの環境負荷排出原単位

（対角行列）であり，Mは部門別燃料消費量合計に対する燃

料種別の消費構成（行列），Qは部門別のエネルギー濃度

（対角行列），jはすべての要素が１である列ベクトル，A

は産業連関表の投入係数行列，Dは国内最終需要の構成行

列，dは国内最終需要（ベクトル）の合計である．添字のi

は環境負荷物質の種類を示し，pは産業部門を示している．

また，家計消費支出部門についても次のように展開した．

εi
h＝ChMhFi

h ……………………………………………（2）

ここで，Cは家計のエネルギー消費の類型を示し，Mはそ

れぞれの燃料消費構成を表している．

（1），（2）式をそれぞれ時系列の変化に対して差分を取る

と，次のように分解できる＊1．

εi
p（t）－εi

p（t－１）≈ΔFi
p＋ΔMp＋ΔQp＋Δ（I－A）－1＋AD＋Δd …（3）

εi
h（t）－εi

h（t－１）≈ΔCh＋ΔMh＋ΔFi
h ………………（4）

Wireは上式を用いて，エネルギー消費量，CO2，SO2，NOX

排出量の異時点間における変化についてSDAを行った．

なお，Wireのモデルでは（3），（4）式における交絡項はそれ

ぞれの変化要因に配分されて計算されている．

本分析では利用するデータベースの性質の違いから，

Wireの分析方法に若干修正を加えている．まず，（1）式に

おける部門別エネルギー濃度Qとは発熱量と金額の複合単

位であるため，部門別発熱量（エネルギー消費量）ベクト

ルeとベクトルの各要素が部門別生産額の逆数である（X－1）

に要因分解している．

次に我が国の産業連関表の形式上の問題に起因すること

であるが，屑・副産物及び在庫変動の取扱いについて表形

式の組み換えを行っている．屑・副産物は主たる生産物の

生産に伴って発生する財であるが，我が国の産業連関表で

はその発生に関して他の競合部門の産出物と金額上の区別

を行わないマイナス投入方式で計上されている．そのため，

そのままの表形式で逆行列を計算すると非現実的な波及を

もたらす．廃棄物処理に関する分析モデルを構築する場合

には大平（1998）や中村（2000）などのように，屑・副産

物の発生と投入を別行列で示し，生産波及からの影響を考

慮することになるが10），11），本分析では屑・副産物取引がも

たらす投入計数とエネルギー濃度への影響を排除すること

を目的としているため，生産額の需給バランスを一定に保

つように取引額を調整している．具体的には，ヴァージン

とリサイクルを区別せず，屑・副産物の投入に関して輸入

と同じように生産額からの控除項目として扱い，最終需要

に一括計上する．一方，発生については付加価値部門に副

産物売却収入として一括してマイナス計上している．

また，在庫変動についても，マイナスの最終需要による

非現実的な波及を計算しないために，異時点間における輸

出入として捉え，在庫増加を輸出部門に，在庫減少を輸入

部門に便宜的に配分して最終需要を操作している．

以上の点を踏まえ，我が国の産業部門のエネルギー消費

に伴うCO2排出量を次のように定式化した．モデルは競争

輸入型であり，エネルギー濃度についても輸入財と国内財

は無差別となっている．

εp＝T［T［F・Mp・Ep・X－1］j］・（I－G（j－t－m）・A）－1・D・d ……（5）

ここで，Fは燃料種ごとの単位発熱量あたりの排出原単位

であり，32×32の対角行列である（排出係数は文献９，10

を参考にした）．Epは部門別エネルギー消費量合計であり，

181×181の対角行列である．Xは国内生産額（ただし，屑・

副産物売却を含む）であり，その逆数を181×181の対角行

列としている．jはすべての要素が１の列ベクトル（181×

１），tおよびmはそれぞれ，国内需要における屑・副産物

の投入計数ベクトルおよび輸入計数ベクトル（181×１），

Aは投入係数行列（181×181），Dは輸入計数を控除した上

での国内需要と輸出に関わる最終需要の構成を示す（181×

５）．dは最終需要のレベル（５×１）である．添え字Tは

転置，Gは対角化をそれぞれ表している．また，家計部門

におけるCO2排出量εhを次のように表す．

εh＝Mh・Eh・F ………………………………………（6）

家計部門では，Mはエネルギー消費の類型構成（暖房，

冷房，給湯，厨房，電化製品，輸送）を表し，６×32の行

列，Ehが燃料種別のエネルギー消費水準ベクトル（32×１）

である．添え字のnはエネルギー消費の類型を示している．

（5），（6）式の時系列変化に対するSDAは次のように示さ

れる．

Δεp ≅ΔF＋ΔMp＋（Δep＋Δ（X－1））＋ΔB＋ΔD＋Δd…（7）

Δεh ≅ΔMh＋Δeh＋ΔF…………………………………（8）

ΘB＝（I－G（j－t－m）A）－1

上の式を用いた結果を次節に掲載する．

3.2 分析結果

表１に我が国の1985年～1999年までのCO2排出量の推移

に関するSDAの結果を示す．

燃料の産業分類への配分行列であるΔMpの排出量への寄
＊１ それぞれの要因に掛かっている変化していない項と交絡項につい

ては数式が冗長になるため省略している．
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与分は産業全体では集計すると相殺して０になるために表

記していないが，個別の産業部門では寄与分が現れる．

分析の対象期間中，CO2排出量は311百万トン増加して

おり，産業部門で244百万トン，家計部門で68百万トン増

加している．要因分解の結果，平均してもっとも大きな要

因は最終需要水準（Δd）である．同要因は97～98年の期間

を除き，プラスで推移しており，GDPの水準がCO2排出量

をほぼ規定していることが分かる．

交絡項を除くと，次に大きな要因はエネルギー濃度（ΔQ）

である．88～90年，94～95年，96年～97年の期間では，同

要因は排出量を抑制しているが，85～99年の平均では排出

量を増加させる方向で寄与している．エネルギー濃度の変

化はエネルギー消費量の変化（ΔEp）と生産額の変化（Δ

（X－1））の２つに分解されるが，94～95年，96～97年の２

期間については生産額の増加とエネルギー消費水準の減少

が排出量の抑制に働いており，その他の期間では２つの要

因の変化の方向は逆になっている．

排出原単位の変化（ΔF）は電力の平均発熱量の変化にほ

とんど起因しているため，産業部門及び家計部門の両方で

同じ方向に寄与している．排出原単位が及ぼす影響はもっ

とも小さく，平均して排出量の増加に寄与している．

産業構造変化（ΔB）は産業連関表の逆行列係数の行和で

あり，直接間接の誘発的な供給，すなわち中間需要の大き

さを表し，一般に前方連関効果と呼ばれる．前方連関効果

の高い産業は他の産業の投入要素としてその産業の生産物

が需要されることによって，他の産業の供給能力の増加を

もたらすことになる．この要因がマイナスに働くというこ

とは前方連関効果が弱まることであり，中間需要の減少に

よって当該産業のエネルギー消費量が減少することを意味

する．産業全体でマイナスを示す場合は，経済全体がより

最終需要志向に変化していることを意味する．プラスに働

く場合には，その逆で，中間需要の増加によって当該産業

のエネルギー消費量が増加することを意味する．推計期間

中，産業構造変化の要因は平均してマイナスで推移してい

るが，変化の方向は振幅を繰り返している．

最終需要構造要因（ΔD）は最終需要水準に対する家計消

費，政府消費，固定資本形成，輸出のシェアの変化を表し

ている．本要因は推計期間中，平均してプラスの方向で寄

与しているが，個別期間では正負に振幅している．本要因

は最終需要の構成がよりエネルギー集約度の高い財を需要

した場合にプラスに働き，エネルギー集約度の低い財のウ

ェイトが高まるとマイナスに働く．

家計部門からのCO2排出量の増加に関しては，ほとんど

はエネルギー消費量（ΔEh）そのものが増加していることで

説明がつく．これはマイカー用のガソリン消費の増加に起

因している．一方，消費構造は平均してマイナスとなって

おり，輸送用以外の消費需要で炭素率の低い燃料（ガスや

電力）へのシフトが進んでいることを示している．97～99

年における増加は記録的寒波による暖房需要の伸びで灯油

などの燃料消費の比率が高まったことによる．

3.3 交絡項に関する考察

表１の分析結果から，産業部門，家計部門のどちらにお

いても交絡項が総排出量の変化に対して大きな割合を占め

ているのが分かる．要因分解ではある計量値の変化を独立

した要因の増分によって説明するが，要因間の相互作用に

よって変化する部分である交絡項をどのように扱うかで評

価結果が異なるという問題がある．通常，交絡項はそれぞ

れの要因に均等に配分して，それぞれの要因に帰属させる

という処理が行われる12）．しかしながら，分解する要因の

数（n）が増えると交絡項の数は

で増加するため，配分が複雑になるとともに，ある要因の

変化が少なくても，交絡項寄与分による配分の影響が大き

く出て，結果としてその要因の変化による全体への寄与分

が過大に，もしくは過少に推計されることも考えられる．

交絡項の全体の大きさは排出量の総変化分から所与であ

り，要因の変化分に依存して大きさが決定されるため，元

表１ わが国の産業部門CO2排出量の推移に関するSDA分析結果

Σ
i＝1

i＝1，Λ，n－1
（n－i）!i!

n!
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の要因で説明することが可能である．われわれは均等配分

法によって各要因の変化の方向を見誤るよりは，推計期間

を通じて交絡項の変化にはどのような意味があるのかを明

らかにすることの方がより重要であると考えた．

そこで，本論ではパネル分析を行って，推計期間を通じ

た産業部門ごとの交絡項の要因分析を行った．パネル分析

ではデータ系列14期間，181部門，６変数（標本数15，204）

のプールデータを扱う．部門ごとの固有的な特性を考慮す

るために，推計式は以下のような各産業ごとに切片の異な

る固定効果モデルを採用している．

yt＝αi Dummyi＋bxit＋vit ………………………………（9）

ここでytはSDAで計測された期間tの交絡項であり，xitは

期間tの要因 iの大きさである（いずれも変化量）．推計方

法は部門分類のグループによって誤差項の分散が異なるこ

とを考慮するために，（9）式を最小二乗法（OLS）で推計し

て誤差項の分散σ・iを確定した後に，σ・iでウェイト付けして

最小二乗法で再計算している＊2．

…………………………（10）

表２は（10）式を用いた交絡項に対する各要因の寄与度に

関するパネル分析の結果である．なお，各産業の固定効果

については図３に掲載する．

表２によれば，交絡項は生産額要因，産業構造要因，最

終需要構造要因，最終需要水準要因でほとんど説明される．

これらの要因のパラメータの符号はマイナスであり，交絡

項の変化とは逆方向に働いている．排出原単位要因及び燃

料構成要因は交絡項変化と同方向に影響するが，その寄与

度は小さいものとなっている．

図３では（10）式によって推計された各産業の固定効果の

大きさを産業分類別に示したものである（各産業部門の固

定効果の推計結果については紙幅の関係で省略する）．固

定効果の大きさのばらつきを見てみると，産業部門ごとに

マイナスの効果を持つグループとプラスの効果を持つグル

ープとに分類できることが分かる．産業連関表では産業の

部門分類は比較的同種の部門が近接して配列されているの

で，産業グループごとに特徴的な結果となっていることに

なる．プラスの固定効果を持つ産業グループは食品製造業，

化学，窯業・土石製品，機械製品などである．逆にマイナ

スの固定効果を持つ産業グループは，農業，繊維，鉄鋼，

金属，民生用電気機械，金融などである．固定効果は要因

分解における各要因の変化で説明できない効果が産業ごと

に対象期間を通じて潜在していることを示している．プラ

スの効果を持つ産業では，交絡項要因のベースとして，長

期的に排出量の削減に寄与するような技術的背景が存在し

たと考えられる．逆に，プラスの効果を持つ産業では構造

的に排出量の増加に働く要因があったと考えられる．一般

に，産業連関分析における技術進歩の役割とはそれぞれの

産業部門における投入産出比率に向上をもたらすもの（よ

り厳密には付加価値を高めるもの）である．しかしながら，

交絡項に関する本分析の結論は，一国全体のエネルギー利

※統計量はすべてウェイト付き統計量である．

表２ 交絡項に関するパネル分析推計結果

図３ 交絡項に関するパネル分析：固定効果の大きさ＊２ ウェイト付き一般化最小二乗法の推計手続きと同じである．

Σ 
t＝1

σ・i＝ v^ 2
itT

1
T

＝ ＋ Dummyi＋ 
yit vitbxitαi

σ・i σ・i σ・i σ・i
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用や排出構造の長期的な特性を形成する効果が個別の産業

部門における技術進歩によってもたらされている可能性を

示唆するものである．

４．まとめ

本論では独自に開発した時系列産業連関表の応用分析と

して我が国のCO2排出量に関するSDAを行った．

SDAの結果から1985年～1999年までにおけるCO2排出量

の増加は主として最終需要水準の変化によって説明され，

排出原単位に反映される燃料転換やエネルギー利用技術の

変化などによる影響はごくわずかであることがわかった．

また，産業構造の変化については，対象期間中，誘発度が

低下していることから，中間需要部門におけるエネルギー

消費を減少させ，CO2排出量を抑制する方向で寄与してい

ることがわかった．しかしながら，本分析結果の各期にお

ける変化の方向は一定ではなく，分析結果のどの時期の平

均を用いるかによって要因の影響は大きく異なることにな

る．産業連関表を利用したSDAでは，変化を観測する時

点と変化の対象年限をどのようにとるかによって評価結果

が大きくかわることに留意しなければならない．

交絡項のパネル分析では産業部門ごとの固定効果を考慮

した上で，経年的変化を要因ごとに説明する方法を試みた．

固定効果には，産業グループを特徴付ける傾向が現れてい

るが，変化量に関する推計のため，具体的な考察までには

至らなかった．今後の課題としたい．
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付表１ エネルギーバランス表とTSIOの部門分類対応表




